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商号 ：株式会社YAMABISHI
設立 ：昭和33年(1958年)
本社所在地 ：東京都大田区大森北2-4-18

電源装置の製造・販売
無停電電源装置(UPS)、周波数変換器、蓄電システム、
バッテリー充放電装置、直流電源、その他各種電源装置

【営業所】
東京営業所
大阪ZEO

【技術拠点】
海老名工場
名古屋Technical Center 

：東京都大田区大森北2-4-18
：大阪府大阪市淀川区西中島5-12-8

：神奈川県海老名市上郷3-14-12
：愛知県名古屋市東区徳川1-17-43

■YAMABISHI 会社概要

会社概要

事業内容

拠点
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【補助金】
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【管轄】 :環境省

【補助金名称】:二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金に係る補助事業

【事業名称】 :PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

【執行団体】 :一般社団法人環境技術普及促進協会（ＥＴＡ）
(http://www.eta.or.jp/)
一般財団法人 環境イノベーション情報機構（ＥＩＣ）
(https://www.eic.or.jp/)
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【公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業】

PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

出典:環境省HP(https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/energy-taisakutokubetsu-kaikeir03/matr03-02.pdf)
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PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

【事業対象】
公共施設

【募集期間】
令和3年5月17日 (月) ～令和3年6月17日 (木) 

【補助額】
３分の２

【蓄電池目標価格】
無し

【公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業】

掲載している補助金に関する具体的な内容の質問にはお答えできかねます。
詳細は各補助事業者(執行団体)のHPをご確認ください。
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【再エネの価格低減に向けた新手法による再エネ導入事業】
②再生可能エネルギー事業者支援事業費

PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

出典:環境省HP(https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/energy-taisakutokubetsu-kaikeir03/matr03-02.pdf)
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PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

【事業対象】
公共施設・民間施設

【募集期間】
1次公募:令和3年5月14日 (金) ～令和3年6月10日 (木) 
2次公募:令和3年6月17日 (木) ～令和3年7月12日 (月) 
3次公募:令和3年7月16日 (金) ～令和3年8月10日 (火) 

【補助額】
３分の１

【蓄電池目標価格】
２１万円／ｋＷｈ（工事費込み）※ＰＣＳ部控除可

【再エネの価格低減に向けた新手法による再エネ導入事業】
②再生可能エネルギー事業者支援事業費

掲載している補助金に関する具体的な内容の質問にはお答えできかねます。
詳細は各補助事業者(執行団体)のHPをご確認ください。
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【ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業】

PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

出典:環境省HP(https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/energy-taisakutokubetsu-kaikeir03/matr03-02.pdf)
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PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の
再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

【事業対象】
民間施設

【募集期間】
第３次:令和３年６月７日（月）～同年６月30日（水）正午まで
第４次:令和３年７月５日（月）～同年７月30日（金）正午まで
第５次:令和３年８月９日（月）～同年８月31日（火）正午まで
第６次:令和３年９月６日（月）～同年９月30日（木）正午まで

【補助額】
６万円／ｋＷｈ＋１０万円

【蓄電池目標価格】
２１万円／ｋＷｈ（工事費込み）※ＰＣＳ部控除可

【ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業】

掲載している補助金に関する具体的な内容の質問にはお答えできかねます。
詳細は各補助事業者(執行団体)のHPをご確認ください。
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【管轄】 :環境省

【補助金名称】:二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

【事業名称】 :地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等
への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

【執行団体】 :一般財団法人 環境イノベーション情報機構（ＥＩＣ）
(https://www.eic.or.jp/)
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地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等
への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

出典:一般財団法人環境イノベーション情報機構HP(https://www.eic.or.jp/eic/topics/2021/resi_r02c/002/files/3_1.pdf)
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地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等
への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

【事業対象】
公共施設・広域防災拠点・避難施設

【募集期間】
令和3年5月7日（金）～ 令和3年6月3日（木）
※令和７年度までの補助事業となります

【補助額】
３分の１～３分の２

【蓄電池目標価格】
無し

掲載している補助金に関する具体的な内容の質問にはお答えできかねます。
詳細は各補助事業者(執行団体)のHPをご確認ください。



14

【管轄】 :経済産業省 資源エネルギー庁

【事業名称】 :蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した
次世代技術構築実証事業

【執行団体】 :一般社団法人環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ）
(https://sii.or.jp/)
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蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した
次世代技術構築実証事業

出典:経済産業省HP(https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2021/pr/en/shoshin_taka_04.pdf)
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蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した
次世代技術構築実証事業

【事業対象】
基盤整備事業者（Ａ事業）
コンソーシアムリーダー（Ｂ事業）
ＤＥＲ等導入事業者（Ｃ事業）

【募集期間】
令和3年4月9日（金）～ 令和3年12月24日（金）
※Ｃ事業の募集期間となります

【補助額】
１分の１（Ａ事業）・２分の１（Ｂ事業）
３分の１以内（上限４～５．５万円／ｋＷｈ）

【蓄電池目標価格】
２１万円／ｋＷｈ（工事費込み）※ＰＣＳ部控除可

掲載している補助金に関する具体的な内容の質問にはお答えできかねます。
詳細は各補助事業者(執行団体)のHPをご確認ください。
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【税制優遇 (参考)】
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■
【】
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東京営業所 TEL  03-3767-8861

名古屋TC                TEL  052-325-7511

大阪ZEO TEL  06-6307-2751

海老名工場 TEL  046-236-1856


